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要 約 

日本の不登校の問題を考える上で，世界の研究に常に目を向け続けることは，必要であると 

考える。筆者は先に1980年以降の研究の概観を行ったが，本研究はその継続研究である。ここ 

では，1991年の眼におよびPSVCUOLOG I CAL ABSTRACTSの不登校に関連すると考えられる，キーワ 

ードattendance, dropouts, school phobia, scho引ref usa lを持つ文献6カ国,44件を各国毎 

に分類した。 
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I ．はじめに 

筆者（1992)は，諸外国と日本における不登校の初期研究をふまえた上で，ERにおよびPSY - 

CHOLOGICAL AB訂RACTSのattendance, school phobia, school refusalをキーワードとする198 

0年～1990年の400件あまりの文献を中心に，各国別，年代順に分類し,不登校研究の概観を行 

った。そして筆者がその論文の今後の課題においてで述べたように，不登校の問題を考える上 

で,日本国内ばかりではなく世界の研究に常に目を向け統け，そして1年毎の形式で蓄積してい 

くことは意味のあることだと思われる。そこで先の研究の継続研究として本研究を行いたい。 

ところで，ERにとはアメリ力合衆国教育省のEducational Resources Information Centerが 

収集した教育資料のデータベースであり，1966年以降，雑誌論文等については1969年以降，現 

在までの文献情報（抄録）が収録されている。またPSYCHOLOGICAL ABSTRACTS も冊子の形では1 

920年代から，DIALOG情報検索サービスとしては1967年以降の,主に心理学に関連する文献を収 

録している。 

日本でいう不登校には，不登校の状態を意味する広い意味での不登校と，学校恐怖症および 

登校拒否が含まれている。これらは英語ではnon-attendance at school, school phobia, 

school refusalt 対応する。ERにおよびPSYCHO LOG に凡ABSTRAロSで取り扱われている用語は， 

attendance, school phobia, school refusalが対応している。 

なお,先の研究の，特にアメリカ合衆国，英国，フランスの研究の概観から，不登校の研究 

には，中途退学や落第の研究についても目を向ける必要があると考えられた。そこで,キーワ 

ードとしてdropou加を加えることにする。したがって本研究では,attendance, dropouts, 

school phobia, school refusalをキーワードとする。 
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1991年の駅にでは，attendanceに関す る文献が1l件，dr叩outsに関する文献が4件，school 

phobiaに関する文献が1件，school refusalに関する文献は見い出されなかった。一方1991年の 

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTSでは，attendance に関す る文献が21件，dropoutsに関する文献が31件， 

school phobiaに関する文献が4件，school refusalに関する文献が6件見い出された。 

これらのキーワードを持つ文献は，互いに同一文献で重複して用いられている場合がある。 

また,atte加anceの文献では不登校との関連のあまりない文献も含まれている。ここでは44件 

の文献を各国別に分類し，研究の概観をすることにする。 

~．各国における研究の概観 

除におよびPSY酬OLOGICAL ABSTR配胃は, 1992年現在，四半期毎に,その内容が更新されてい 

る。したがって，ここで取り上げる研究は，1992年1月末現在，欧におよびPSVCHOLOGICAL AB-

SIR虻ISにおいて検索した，1991年分として含まれている文献を取り上げることにする。ここで 

取り上げる各国の教育制度については，イスラエル以外は佐藤（1992）において概観している 

ので，イスラエルのみ簡単に概観することにする。 

I ，オーストラリア（加stral ia) 

(D .attendanceに関す る研究の概観 

馴net i e I dら (1991）の研究は,attendanceに も 関連するが, dr叩山tsにおいて取り上げる。 

Q ). d ropou加に関する研究の概観 

kQinefieldら (1991)は,若い成人の社会的疎外と雇用状況に関する研究を行っている。967 

人のハイスクール中途退学者から得られた横断的縦断的データから研究を進めている。対象者 

が在学中の時と，4年後の中途退学してからの2回,対象者に対して質問紙による調査を行って 

いる。不満足な労働の体験と社会的疎外の因果関係を示す証拠が，データの分析から得られた 

としている。不満足な労働に従事した対象者と未雇用の対象者は，満足な労働に従事した者や 

フルタイムの後期中等教育の生徒とは,異なった回答をしていたという。未雇用ではない不満 

足な労働に従事した対象者は，学校にいる問でも,かなり大きな疎外感を示していたという。 

未雇用の結果，ますます社会的疎外は増加するかも知れないが，高い社会的疎外感は,その後 

の労働に対する不満に導くことになるかも知れないと述べている。義務教育を過ぎれば，不登 

校として表された状態は,中途退学に置き換えられることになると考えられるが，中途退学を 

した者のその後の進路についても，社会的な何らかの対応が，オーストラリアにおいて求めら 

れていることを，この研究は示しているものと考えられる。 

2．カナダ（Canada) 

q ).attendanceに 関す る研究の概観 

Heath ら（1991)は，コミュニテイー・カレッジの学生の原級留置のモデルについて研究して 
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いる。中途退学，原級留置に関する研究の概観から，力レッジの教官の介入に応じて，教育課 

程やカレッジに残ろうと学生が決心するのに影響を与える8つの要因が示されている。原級留置 

のコーディネイターの活用，ハイスクールからカレッジへと進学を促すオリエンテーションの計 

画，危機的状況にある生徒の早期の介入を促進する生徒の警戒システムが,これらの要因には 

含まれている。また,コミユニテイー・カレッジへの生徒の社会的知的統合の助長，助言者の活 

用，教官と会うこと，目標に向かうことの激励,制度上の遂行に焦点が当てられている。力ナ 

ダのコミユニテイー・カレッジは，ハイスクール卒業後の進路選択のひとつに当たる。一般教育 

課程（1年，2年うと職業教育課程（3年）があり，日本の短大と類似のものと考えられる。一般 

教育課程では，大学への道も考えられる。不登校との関連は少ないが，登校促進および中途退 

学予防という観点で取り上げた。 

Lock (1991）の研究は, attendanceに も関連するが，日本のschool refusalの項で取り上げ 

る。 

(2) .dropoutsに関す る研究の概観 

Lock (1991）の研究は,dropou加にも関連す るが，日本のschool refusalの項で取り上げる。 

(3).school phobiaに関する研究の概観 

Proulx (1991）は，言語教育での不安について研究している。学生をよく知っていることの 

効果，現実の安心の効果,カナダで生まれた学生の中での学校不安を予防したり減少させたり 

するために，驚かすような行動を避けることについての効果，のそれぞれを力ナダ大学の教師 

が評価しているという。ここでは,5つのケースの履歴が,このようなアプローチの成功と限界 

を確かめるために示されている。力ナダでは，歴史的な経緯から，英語系の住民の多い州とフ 

ランス語系の住民の多い州があり,言語教育においても，生徒によっては学習不安を起こす可 

能性が考えられる。 

助ersmaら（1991)は，催眠やイメージ法のようなトレース技法trace technique，描画,家 

族療法を用いて10歳の少女の風の恐怖wind phobiaをどのように治療処置したかに焦点を当てた 

ケースを表している。分離不安が子どもの無意識にどのように根ざして，多くの恐怖をどのよ 

うに創り出しているかを，述べている。風の恐怖の理解が再構成される過程にわたる，6つの治 

療処置のセッションが述べられ，その少女は，自分自身で，実際は両親から離れることが恐い 

ということが分かったという。学校恐怖症と分離不安は,相互連関しているかも知れず，もし 

そうであれば，その後の人生で,広場恐怖を引き起こす基盤が,ここにはあるかも知れないと 

述べている。広場恐怖と関わっているセラビストにとって,クライエントが，子どもの頃，風 

や学校を恐れたかどうか，家族の崩壊が,心配事であったかどうかを探求する上で,ここで取 

り上げたのと類似の技法を用いることは，賢明であるかも知れないと述べている。ここでは, 

wind phobiaのーつのケースを取り上げて,学校恐怖症と分離不安の関連，更には広場恐怖へと 

考察を広げているが，1事例では，ここまで論を展開するのには限界があると考えられる。力ナ 

ダの1980年から1990年までの研究では,attendanceに 関す る研究が見られたが，school pho-
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biaに関する研究は見られなかった。Boersmaの研究か ら，力ナダでもschool phobiaに関する研 

究がなされていることが分かる。 

3．フランス（France) 

a ) .attendanceに 関す る研究の概観 

"Initial Training and Labour-Market Entry among French Youth." (1991)では,過去 

15年にわたって，ョーロッパの中ではフルタイムの登校率が高いこともあって，フランスの若 

者の中での最刃〕の訓練水準が急速に上昇している，と初めに述べられている。このような登校 

状況の急速な上昇は，明らかに訓練資本を改善しているという。若者の中で不平等が強いられ 

ているために，雇用政策において雇用者は，ますます選別的になっているという。経済の後退 

期には,一般的な未雇用傾向や生産体制の転換が,最小限の訓練をされた若年者の中で，労働 

市場へ参入する上での困難さを強調することになるが,雇用の回復は，不確定性を引き起こす 

ことにはならず,未雇用の期間，短期間の雇用の期間，未雇用の期間が交代して現れることに 

なるという。比較的程度の高い若者は，危機に際して，ほとんど影響を受けないようである。 

製造業の特殊な技術を持って，かなり多数の若い男子が卒業し,一方若い女子は，サービス訓 

練に集中している。そのため，製造業訓練の有利さは，性差を強制する傾向がある。産業上の 

訓練の後，若者は，労働の質の問題を体験することになる。サービス部門の訓練の後では,頻 

繁な未雇用の期間に直面することになる。若者が労働市場に参入する条件を改善するために， 

フランスの雇用者は，若者の集団の雇用機会を増加しなければならないと述べている。フラン 

スの教育は，資格を得るための教育であり，どのような資格や技術を身につけているかによっ 

て，雇用条件も決定されていると考えられる。登校率が高いのは,自分から資格を得ようとす 

ることと関連しているものと考えられる。 

4 ．イスラエル(Israel) 

0 )‘学校制度の概観 

イスラエルの学校制度は，ユネスコの‘'Statistical Yearbook 1983'’によると，5歳から15 

歳の9年間が義務教育とされている。初等学校は6歳からであり，5歳児の就学前教育（幼稚園） 

が義務制である。初等学校8年,中等学校4年であったが，I肌2年までに初等学校6年，中等学校 

6年になり,中等学校の前半が,・義務教育となっている。従って，在学率は，1980年の段階で初 

等学校95%に対して，中等学校では74％となっている。中等学校の在学率は，男子が69%，女子が 

8臨であり，男子の方が低い。これはイスラエルの社会的・政治的状況を反映しているものと考 

えられる。留年率に関する統計は，記載がない。中等学校の生徒は, 12学年に大学入学資格試 

験か職業上の能力を証明する学校修了資格試験を受ける。中等学校の幾つかでは，大学入学資 

格を取ることに，それ以外では，実際的な労働に重点が置かれている。 

(2).dr叩outsに関する研究の概観 
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S肥rer(199Dは，労働の満足と動機づけの段階に影響する労働の特徴を調査研究している。 

社会復帰のための訓練を受けた非行歴のある14歳から24歳の未雇用の中途退学者の50人の道路 

作業員と，看護あるいは介護されなければならないような年長の人々との短期間の訓練を受け 

た20歳から40歳の主婦に対して，労働診断調査job diagnostic surveyを行っている。データか 

ら，道路作業員は，自律性尺度でかなり高い得点を示し，主婦はかなり今までの生活経験に対 

する認識上のフィードバックを体験したという。また年長の人々を援助するような訓練を受け 

た人々においては，訓練過程での見通しの変化を，体験したことが分かったと述べている。イ 

スラエルは，制度的には大学入学資格試験か学校修了資格試験の何れかを受けることになって 

いるが，このような資格を持たないまま中途退学をしている生徒がいることが分かる。登校状 

況，中途退学率などについては，1992年以降の研究を見ていくことにする。 

5．日 本（Japan) 

a ) .at切ndanceに関す る研究の概観 

栗田（1991a) の研究は，attendance に も関連するが,school 

(2).school phobiaに関する研究の概観 

而moniら（1991）の研究は，school phobiaにも関連するが， 

り上げる。 

(3) .schoo I refusalに関する研究の概観 

Komoriら（1991）は，が)フォルニアで研究活動を行っているが，対象が日本の小児科に関 

するテーマであるので日本の節で取り上げた。ここでは，スケジュールが忙しいために，問題 

を抱えた子どもを十分治療処置できない小児科医を援助するために立案された，家庭雑誌によ 

る技法Family Journal Technique（町）を取り上げている。FiTは，対象とする患者と家族に 

関する母親の肯定的な暗示に基づいているとしている。FJTは，母親を「家族内セラピスト」と 

するのである。ますます日本の小児科医にとっては重要な問題となってきている心因性の喘息 

と登校拒否のケース例が取り上げられている。技法の有効性を評価する幾つかの理論が，論じ 

られている。家庭医学書的な形態の雑誌の紹介を行っているものと考えられるが，自家療法的 

に軽快する場合も考えられるが，基本的には専門家との関係を取りながら対応することが妥当 

であると考える。忙しさと必要性とは，質的に異なったことである。 

栗田（1991a) は,自閉的およびあるいは精神遅滞の小学校から高等学校卒業の年齢の135人 

の者のうち,30人の広汎性発達障害pervasive developmental disorder（栗田は，別の1991年 

の研究で全般的発達障害とせず,広汎性発達障害としている）の者と,2人の自閉的ではない精 

神遅滞の者が，1969年のI .Bergらの診断基準の修正版に従った登校拒否を示していると述べて 

いる。データは，対象者の親との質問紙による面接を通して収集したという。登校拒否は,自 

閉的ではない精神遅滞の者よりもその他の広汎性発達障害において，かなり頻繁であるとして 

いる。知的水準は，登校拒否の広汎性発達障害の対象者の方が，そうでない者よりも，かなり 

refusa lの項で取り上げる。 

school ref usalの項において取 
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高いとしている。精神発達と強迫傾向のある段階では,広汎性発達障害の子どもにとって，登 

校拒否を起こす必要があるのかも知れないと述べている。広汎性発達障害について，栗田(19 

9th）は，にひ10草稿との関連で自閉症，非定型自閉症，レツト症候群，その他の小児崩壊性障 

害およびアスベルガー症候群をにひ10草稿の日本修正案とすると述べている。そして,自閉症 

の診断について,にD-10草稿の（D相互的な社会的関係の質的障害,(2）コミユニケーションの 

質的障害，(3）制限された反復的で常同的な，行動，興味および活動のパターンという3領域の 

異常が3歳以前より見られるものとしている。なお，LBergら（1969)は，school phobiaの分 

類と依存性との関連の研究を行っているが，この中で（D登校に著しい困難があること，(2）学 

校に行かなければならないと考えることで，激しい情緒的な混乱が起こること，(3）授業が行わ 

れている時間に,親が分かっていながら家に留まっていること，(4）顕著な反社会的行動がない 

こと，という（1）から（4）を満たす時に，school phobiaの診断がなされると述べている。Bergら 

の（1）から(4）を基にして,栗田は登校拒否の診断基準としていると考えられる。 

Lock (1991)は，現代の日本社会に適合しない，多くの日本青年の生活，特に登校拒否のケ 

ースで,これらに関係する競争的な論争を調査研究している。日本の学校と家庭の周りで創り 

出された説話と子どもの生きた体験と, 「良い」青年と「悪い」青年との関係を調査している。 

青年の意見の相違が何を表し，いかにそれが「取り扱われるか」に焦点を当てている。青年に 

関する論争を創り出すために，競争的なイデオロギーが要求され，日本の現代の社会階級の基 

盤について，このことは，かなり論争の対象となっていると述べている。この論争の中心では， 

西欧を起源とする，関連する象徴，自律性と個性によって，近代化の過程自体が，恐怖の的と 

なっていると述べている。Lockは，力ナダの女性研究者であるが，凶YCHOLOG I CAL ABSTRAC胃で 

は，1986年の研究に引統き，日本に関する研究が取り上げられている。 

6 ．アメリ力合衆国（United States of America) 

(D .attendanceに関す る研究の概観 

KubeとRatigan (1991)は，次のように述べている。登校率が満足するような状熊ではないた 

めに,アイオワハイスクールは，そのような問題を調査研究し，登校率を改善するという期待 

をよく伝えるために，強力で明確な方策を立案する委員会を設置したという。また，その委員 

会は，登校に対する生徒の態度を変えるために,学校コミュニテイーと両親と共に活動を行った 

という。学校コミユニテイーについては記述が見られないが，この学校の学区に生活している地 

域の人々の学校を基盤とする集まりであると考えられる。 

Henderson (1991）は，学齢期の子どもの家庭教育を含む法律的な論争について述べている。 

家庭教育のために与えられた州の登校に関する法律は，次の（1)から（6）のような内容を規定し 

ているという。（D家庭教育者の資格,(2）教育課程,(3海日の教育に費やされる時間，(4）年 

間の授業日数，(5)必要とされる標準テスト，(6）法的承認を立証する親の報告の6つである。こ 

こでは，法的議論と州の法律の概観を行っている。積極的な不登校という観点から,家庭教育 
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に関する文献は，佐藤（19肌）の研究においても取り上げたが，家庭教育の質に関して, 1991 

年においても弓隴き問題として取り上げられていることがわかる。 

Da而COとRoth (1991)は，最近の文献が，ハイスクールの卒業率を高めるためには，一般教 

育課程の生徒の徹底的な調査の必要性を提起していると初めに述べている。この報告では，教 

育課程外活動，登校を管理する学校の方策と実践に対する，ー般教育課程の生徒の反応が述べ 

られている。236人に広範囲の面接がなされた。このうちの178人は，この報告の対象とされた 

ハイスクールの生徒であった。幾つかの学校の改善策は，非生産的で，不公平であり，学級が 

退屈で，学校での活動が生徒にとって障害となっている，と生徒は報告している。研究の結果 

から,学校の改善策について，生徒から意見を取り入れる構造化された手続きの必要性と生徒 

の関与する機会を増やすl必要性があることが分かったとしている。Dam icoとRothは,フロリダ 

州の研究者であるが，一般教育課程の教育内容の質を問題とし，生徒の考えを反映する形態を 

検討している。 

Gordon ら（1991)は，義務登校法令と家庭教育に関する議論を取り上げている。第1節では, 

社会化と学習成績についての文献の概観と議論を行っている。第2節では,教師，生徒の評価と 

検定，宗教の自由，州の教育基準，特別な必要のある生徒と合わせて，両親の特徴に関する議 

論について，ケース要約を年倒順に行っている。第3節では,義務登校法令と家庭教育の法的地 

位に関する州法の分析がなされている。州法statuteが，家庭教育の州法，教育的事項，生徒の 

評価によって分類されている。 

Morgan (1船1)は,各州の平均登校率の算出方法について論じている。国家教育統計局（蹴 

ES）と各州で行われている統計とを比較して，次の5つの問題を挙げている。（D平均登校率は， 

州法によって規定されるかどうか。(2）平均登校率の算出には，学年度での日数が用いられてい 

る。(3）どのように登校状況が計算され，どのように州の総計データが計算されるか。(4）州の 

平均登校率でのその他の変数が,比較を行う上で影響しないかどうか。(5）サマースクールの数 

字はどのように取り扱われているか。7つの州の1985・86学年度での法的に規定されたデータ収 

集方法をここでは取り上げている。授業日数は, 170日から180日の間で規定されていたという。 

州のデータ収集と登校率算出について，5つの異なった形態が明らかになったと述べている。手 

続き上でのその他の変数が比較に影響を与えていたが, 13州のサマースクールのデータだけで 

は,サマースクールの登校報告の効果を評価することはできなかったという。登校改善につい 

ては，アメリ力合衆国において，中途退学予防と共に問題とされてきているテーマである。こ 

の場合,登校状況を把握する上で，同一基準で登校率を算出しているかを，Morganは問題にし 

ている。 

Quinnら（1991）は，ウイスコンシン州の就学援助Learnf are政策について論じている。この 

政策では，ハイスクールを修了するまで,依存的な子どものある家族に対する援助（A田to 

Families with Depe面ent Children（加叱））を受けている十代の子どもたちが規則的に登校す 

ることを求めている。1988年9月から1989年12月に, AFDCを受けている十代の親と依存的な十代 
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の子どもは，22,241人の男子と30,995人の女子であったという。依存的な十代の約2%に当たる 

ので，十代の親の約半数は,就学援助のルールから免れたという。420の学区で1990年4月に調 

査が行われ，更に電話によって追跡調査が行われた。そして,351学区（82%）の回答を得たと 

いう。およそ1/4の学区が,就学援助に関する政策と計画を論じるために,郡の社会奉仕機関と 

の会議を持ったことを報告している。約1応の郡では，学校のスタッフを就学援助に関する現職 

教育に当てていると報告している。政策は,どのように就学援助が取り扱われるかに従って変 

更されている。すなわち，幾つかの学区では,登校政策の変更を報告している。1990年8月に， 

社会奉仕あるいは人のための奉仕の72の郡の部局の管理者の調査（100%の回答）によれば,大 

部分の郡は,家族が援助を求めなければ，就学援助の十代の者を，郡のソーシャルワークのス 

タッフには照会していないということであった。郡の約1/3は，就学援助の政策が十代の子ども 

の学校教育に対する親の関与を増すことに貢献していると考えていたという。 

Williams (1991)は,ハイスクールの生徒の職業学校への登校を増加させるための計画につ 

いて論じている。この計画は,知識を増加し，決定を行う際に，批判的な思考法を発達させる 

ことを意図したものではあったという。職業学校で有効な訓練をするためにハイスクールの生 

徒が選ばれたが,その数はごくわずかなものであったという。この計画は，ウエストフロリダ 

の9年生から12年生の1,819人の生徒のいるハイスクールで行われたが,これらの生徒の大多数 

は，比較的低い社会経済的な基盤に置かれており，517人は，ハイスクールの2年生であったと 

いう。計画が始まると，職業学校の教育課程を履修した生徒は,わずか17人だった。学校での 

調査に応じた生徒の90%は，職業学校の知識が「ない」か「低い」と申し立てていた。ハイスク 

ールの2年生の多くが,職業学校との契約をするように，批判的な思考活動によって職業学校へ 

の態度を改善するように，そして教育的活動によって職業学校の知識を改善するように試みら 

れたという。12週間して,職業学校に履修届をした生徒の数は21人になり,前年の5人と好対照 

となったとしている。50人の生徒という目標は満たされなかったが，職業学校に対する態度は 

→層肯定的になり,調査に対して，否定的なコメントをする者は67xに減少したという。最後に 

職業学校の名前を技術学校あるいは,技術大学にすることを薦めている。 

0'sullivan (1991)は，およそ3,500人の生徒のいる小さな田舎の都市の学区の低コスト中途 

退学予防計画の結果を述べている。この計画では，中途退学の危機にある生徒の学校での中途 

退学予防の成功率を高めるために,動機づけチームと多文化的な訓練を用いたという。この学 

区の8つの学校で選ばれた教師は，学校の動機づけチームに組織化されたという。4人から6人の 

教師のチームが，中途退学予防活動計画を成文化するために,大学の教官と会議を行ったとい 

う。最初の中途退学予防計画は，学校環墳を一層生徒の心を引きつけるように焦点化し,学習 

以外の領域を強調していた。そこでは，動機づけチームは,生徒の肯定的な認識の機会を創り 

出すことができたという。計画の評価は，記述された中途退学予防計画，行われた会議のフィ 

ールドノート，学校観察,登校状況記録に基づいて行われた。教師，カウンセラー，学校管理 

者が，文化的多様性に関して,態度,認知，知識，技術を特定することを目的とした多文化的 
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な訓練に画策したという。計画の結果によれば，危機的状況にある生徒の学校での中途退学予 

防の成功率を改善し，教師の関心や努力の高い水準を維持する上では，有効であったとしてい 

る。一方生徒の登校状況は，改善されなかったという。文化的に異なった危機的状況にある生 

徒に対する学校職員の態度には,肯定的な影響を，この多文化的な訓練は与えたとしている。 

Chang (1991)は,児童期の癌の生存者の心理社会的適応の研究に対する，精神医学的障害と 

人生の質の評価の研究というニつのアプローチを示している。最も一般に報告される年長の生 

存者にとっての，抑うつ状態であること，不安であること,化学的（薬物への）依存をするこ 

とでの困難さや，学齢期の生存者での登校上の問題や学習困難によって，精神医学的障害の発 

症率が概観されている。人生の質の評価では,学校での達成,社会的適応，雇用状態，自律的 

な生活,結婚状況に焦点を当てている。家族の対応は，夫婦関係や経済的困難の影響によって, 

ますます強調されることになる。癌の生存者の最も健康な兄弟が，嫉妬心や自暴自棄の恐怖感 

を解決し,自然な兄弟の関係を作ることができるという証拠があるとしている。この研究は， 

児童期癌の生存者に関するものなので,直接不登校との関連はないが,何らかの疾患を抱えて 

登校してくる子どものケースも考えられるので，取り上げることにした。 

Jason (1991)は，虐待，無視,人免疫不全ウィルス（田V)（免疫不全症候群（エイズ）の原 

因ウィルス）に感染した子どもについての研究を行っている。問接的には健康,社会奉仕，公的 

援助計画を悩まし，活用できる財源を浪費するという点で，一方直接的には，HWに感染した子 

どもを虐待したり無視したりすることによって，HIVは,児童虐待予防に影響を及ぽしていると 

いう。子どもの川v感染の人口統計学的特徴が，取り上げられている。直接的な児童虐待や無視 

を伴う登校と放校，感染した子どもの入院，養育の場，性的虐待を受けた子どもの川v審査とい 

う4つのHWの問題が調査研究されている。 

Cardoza (1991）は， "1船0 High 文hool and 8eyond Survey"に参加した10年生と12年生の 

1,252人のスベイン語系女子生徒での力レッジへの登校状況と登校継続に関する要因を調査研究 

している。社会経済的背景,教育的な志望，文化と言語的背景，財政的援助の有効性，カルチ 

ャーショツク，性的役割の社会化変数，カレッジに行く上でのカレッジ準備コースの相対的な 

重要さが，分析されている。教育的な志望は,カレッジへの登校状況と登校継続の最も重要な 

予測要因であることが分かったという。結婚や家庭を持つことを遅らせた対象者は,伝統的な 

性的役割形態に従った対象者よりも，力レッジの経歴を求め，長くカレッジに留まっていたと 

いう。また，母親がカレッジの教育を受けている対象者は,力レッジに登校する傾向があった 

という。カレッジ準備コースの実施は,重要さの点では，下位に位置づけられたとしている。 

Rabinら (1991）は，分かりやすい十代の妊娠教育計画の長期的効果について研究している。 

1982年から1989年の教育計画の母子家族計画臨床に参加した498人の青年期の母親と新生児, 1 

980年から1989年の産奏期家族計画と小児科臨床を受診した91人の青年期の母親と新生児を比較 

している。対象者の75%は，規則的に母子臨床に出席していたが，家族計画と小児科臨床の統制 

群では18%しか出席していなかったという。統制群よりも対象者は，ほとんど母親や乳幼児の病 
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的状態を体験せず，登校日数も多く，卒業，就職，避妊具の使用を体験していたという。多く 

のパラメーターは，計画年毎に地域の青年期の者に広く計画を受け入れられ続けることによっ 

て改善されていったと述べている。アメリ力では，十代の妊娠が，学校教育においても大きな 

問題となって，1970年代から妊娠を理由とした中途退学をなくし，登校を改善しようとする方 

策が取られてきている。Rabinの調査研究もその一貫としてとらえることができる。 

Lightら（1991）は，14歳から18歳の1年と2年の特殊教育の20人のハイスクールの生徒の登校 

状況を改善する計画を評価している。対象者を，任意に治療処置群と統制群に配置したという。 

治療処置群の対象者は,良好な登校に対しては，社会的で現実的なほうびを受け，その両親は， 

欠席した時には常に，欠席通知を受けるようにされたという。学期の教育課程にわたって大抵 

起こる出席状況の減少を対象者が示すかどうかの程度に従って，治療処置では訓戒することが, 

予告されたという。予想されたように，統制群は，特殊教育と通常の授業の出席が，かなり直 

線的な減少を示したが,対照的に，治療処置群の対象者は，学期の教育課程にわたって，出席 

はあまり減少しなかったという。 

Fashimpar (1991)は，2年間にわたった治療処置のエコロジーと行動主義的体系モデルに基 

づいた,ミニバイククラブの革新的なアプローチによって，罰則猶予期問と罰則猶予期間およ 

い)クリエーションの，非行をした者を社会復帰させることに対する二つの伝統的なアプロー 

チの有効性を比較している。3つの治療処置計画の有効性が，非行の統制群と,刑事l＆法的違 

反status offence，評点平均，欠席，自尊心という変数で，比較されたという。20人の非行少 

年が見習い群, 12人の非行少年ではない者はミニバイク群，20人の非行少年は統制群であった 

という。結果によれば，ミニバイククラブは，非行少年を社会復帰させるための最も大きな潜 

在的な可能性を提供することが分かったという。社会復帰に対する社会的集団のアプローチは， 

見習いのケースワークや拘留の抑止的効果よりも，一層有効であると考えられると述べている。 

(2) .dropoutsに関す る研究の概観 

Muha (1990)は，ハイスクールから中途退学した生徒に関する研究の文献の概観を行ってい 

る。(1)問題のパラメーター,(2）生徒は何故中途退学するのか，(3）自己概念を改善するのを援 

助するグループカウンセリングのケースの3点が取り上げられている。グループカウンセリング 

を活用する上での幾つかの注意が取り上げられている。紙面の関係で,十分には議論は展開さ 

れていない。 

Cordeiro (1991)は，「危機的状況」にあるとされているスベイン語系アメリ力人の生徒が， 

学習上の成功を修めるための要因を研究している。人口統計学的特徴，伝記b 1 og raph Ic的特徴， 

毎日の生活，集団の所属感，I 次的，2次的社会集団での役割に焦点を当てている。世界観と 

目的達成の方策の創造に関して,旧市内の二つのハイスクールの高い成績を達成している男女 

10人ずつのスペイン語系の生徒の観察と説話discourse分析を行っている。これらの生徒の成功 

を説明し， 「潜在的なアイデンテイデイの脅威」や「挑戦」のもとで述べられている二つの主要 

な力テゴリーが，データの分析から示されている。「潜在的なアイデンテイテイの脅威」には， 
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十分に文化的テーマの目標達成はなされていないが,一方積極的な役割モデルや重要な役割モ 

デルによって，それぞれの場合に対抗することになる家族や隣人を含むことになる。そのため 

に，生徒は，人生の早い段階で,スペイン語系の達成者のアイデンテイテイを形成させる環境か 

らデーマを選択し，中途退学や薬物・アルコール乱用者のような非達成の役割モデルや集団を 

否定的に評価することができるようになるという。 「挑戦」は，ハイスクール卒業と大学入学 

という目標を達成するために,学校環境の中で用いられる適応行動を表す隠除である。目標達 

成のための一般的な方策には,英語をマスターすること,学校との一体感を持つこと，成功に 

対する伝統的なアングロアメリカンの規範に従うことが含まれている。このように行動するこ 

とで,彼らは報いられるのである。自分を偽ることはそれらの生徒の中では一般的な行動であ 

る。なぜなら，そのようにすることが,学校でより良く行動する可能性を増すことになるため 

に受け入れられるものとして合理化されるからであるという。最後に適切な役割モデル，英語 

をマスターする教育計画を援助すること，スペイン語系の文化的価値に気づかせる人々を力づ 

けること，分かりやすい教育計画を展開すること，時間の活用の仕方を改善すること，自分を 

偽ることの問題を取り上げることという提案を行っている。 

ウエストヴァージニア教育局（1991)は，"I n 引ass,In Step筑Community Resource 

Guide for School Dropout Prevention.'’という文書を表し，ますます増加する中途退学の危 

機を論じ，幾つかの中途退学の結果を概観し，中途退学予防計画を立案する学校や地域に対す 

る指針を与えている。ウエストヴァージニア州における人,健康，中途退学の教育上の影響, 

この州での中途退学の人口統計学，中途退学に対する一人一人および家族の危機要因について 

の序論的な展望の後で，指針では中途退学予防計画を立案する上での段階を論じている。第1 

段階では,学校体制,地域環境についての特徴的な情報を収集し,次の段階は，地域内の連携 

と地域の計画作成過程を確立することとしている。中途退学予防と介入に対する方策が論じら 

れ,個人教授および仲間同士の個人教授，教育課程外の関係，両親教育，オルタナティプスクー 

ル，カウンセリング，助言mentor i ng,就学前教育計画が含まれている。次に，中途退学予防計 

画を進める上での財源に対する方策が取り上げられている。子どもを学校にとどめるには，事 

業,両親,教師,地域社会を支えることが求められるとしている。 

Morrisら（1991）は，フロリダ州の503人の中途退学者と282人の中途退学者ではない生徒を 

調査して,4年から8年の生徒の記録で利用できるデータから,高学年のハイスクールの中途退 

学予想モデルの分類の正確さについて検討している。各学年段階に対して別々の予想モデルを 

与えることが,現実的な重要さを与えるとし，中途退学の予想をすることについて，論じてい 

る0 

恥昭とHo旧ey (1991)は，田舎での貧困の最近の傾向を, ERにダイジェストとして論じてい 

る。ここでは，最近の田舎の地域での貧困に関する研究を要約している。1986年に，田舎の地 

域での貧困率は，都市地域での貧困率よりも，50％高かったという。1980年代を通じて,田舎で 

の貧困は常に高く,景気後退の期間に急速に増加し，景気の回復期には緩やかに減少したとい 
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う。田舎の貧民は,都会の貧民と次の3つの点で,識別される特徴があるとしている。（D田舎 

の貧民は，都会の貧民より労働の機会はあるが，低賃金のために貧困のままである。(2）大部分 

の貧しい田舎の家庭には，両親がいるが，貧しい都会の家庭は，片親であるという特徴がある。 

(3）田舎の貧民のかなりの部分は，都会以上に白人である。貧困は，個人のあるいは集団の特徴 

の作用というよりは，歴史的経済的構造の作用であると，信じている分析家がいる。田舎の経 

済は，天然資源への依存，与えられた場所での狭い工業的基盤，低技能労働の重要性によって 

特徴づけられるとしている。一方人的資本の不足が，田舎の貧困の主要な原因であり，教育的 

に不利な労働力に原因があるとする分析家もいる。しかしながら,田舎と都会の最も大きな貧 

困の格差は，教育のある人々においてあり，ハイスクールでの中途退学者ではその格差は最も 

小さいという。貧しい家庭の生徒一人ひとりの幸福に関する潜在的な影響として,教育は，明 

らかに重要である。これに反して，田舎の貧困の構造的な特徴を変える上での教育の機能は明 

らかに限定されたものになるという。 

餌ackorby ら（1991）は，462人の特殊教育中途退学者と四1人の卒業生の，特殊教育を受けて 

いる間の学校での履歴，特殊教育への照会に際しての情報,人口統計学的特徴を調査研究して 

いる。ハンディキャップのある環境,人種的な集団への所属感の人口統計学的尺度において，中 

途退学者と卒業生の集団は異なっており，学校での履歴は，登校中断に関して，かなり異なっ 

ていたという。学校を去った対象者の7臨は，学校を離れた後1年以内に復学し，卒業生の12％は， 

かって,学校教育を中断したことがあったという。研究結果によれば,多くの中途退学者が, 

実際，学校に戻り，時々卒業するという「中途退学周期dropout cyclei を概念化する必要性が 

あることが分かったとしている。スウェーデンでは，りカンレント教育として，中途退学した 

り,職業に就いた後に,学校教育を継続する制度があるが，Blackorby ら（ワシントン大学）の 

いるシアトルでは，中途退学後の復学を認めていると考えられる。 

Maurer (1991)は，学校での体罰に関する文献を概観し，その利益と不利益について論じて 

いる。幼い頃の反抗，人種差別を含むケース，田舎の地域での発生率が調査研究されている。 

体罰の支持者によると，びしゃっと叩くことが持つと考えられる効果は，善悪の違いの助言か 

ら,教え込まれた権威に対する尊敬の念までさまざまであるという。しかしながら,体罰は， 

破壊的行為，中途退学，犯罪，対教師暴力，頭部外傷ストレス格資1市をもたらすことになると 

述べている。Maurerは,体罰肯定の立場には立ってはいないと考えられる。 

Fai rweatherとShaver (1991）は，後期中等教育教育課程に，若者を関与させる決定をするた 

め，最近ハイスクールを去った何らかの問題を抱えた17歳以上のL242人の合理的に代表となり 

得る若者のサンプルを研究したという。結果から,何らかの問題を抱えた若者は，そうでない 

若者の15%，経済的に不利な立場の若者の40．銭しか後期中等教育の教育課程には進んでいない 

ことがわかったという。雇用における長期の成功に向けての何らかの問題を抱えたdisabi1ity 

若者に対する後期中等教育の関係が,なお決定される問題として存在していると述べている。 

Frank ら（1991)は，特殊教育課程を卒業した行動上の障害のある94人の男子と36人の女子， 
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および同じ課程から中途退学した47人の男子と23人の女子の，学校を去ってから1年後の適応状 

況の調査研究を行っている。卒業群と中途退学群の離婚率はともに低く，大部分，あるタイプ 

のレジャー活動に関わっていたという。仕事に就いた者の大部分は，競争的に雇用され，最低 

賃金以上に給料を貰っているという。卒業群の1/3，中途退学群の1/4が，満足な適応状況を示 

していたという。女子の卒業群と中途退学群のごくわずかの者は，ほとんど働かず，かなり低 

い賃金になっているという。男子に比較すると,女子の多くは,独立して生活していたという。 

Fortune ら（1991)は，中途退学予防計画の立案に際して顕著に表れた,予測的方略中途退学 

予防計画とオルタナディブスクール方略中途退学予防計画に関する，方略について論じている。 

Beth おGuarantee Success (H臓S）中途退学予防計画の一例が，述べられている。BUGSは,学 

校でおろそかにされたり，無視されたり，求められていないと感じて，1986年から1987年に中 

途退学した生徒に2年問対処するのに成功した計画であるという。しかしながら，かなり多くの 

生徒は,中途退学の理由としてその他の理由を挙げ，中途退学の数は，減少はしなかったとい 

う。特別な特徴のある中途退学が,かなり存在しているということは,程度の重いこれらの生 

徒に対する特別な計画の要素を発展させる必要を示していると述べている。 

Afolayan (1991)は，原級留置の方策と中途退学率に関する文献を概観している。自己概念， 

原級留置,中途退学問題の解決について，話題を焦点化している。生徒はいくつかの要因のた 

めに，中途退学するという。生徒の必要を満たす早期の介入は，危機的状況にある生徒の潜在 

的な中途退学の可能性を減少させるとしているが，肯定的な学校の体験を強調する学校の職員 

は，異なっているという。生徒と親の力ウンセリング，およびより大きな社会的相互作用は， 

中途退学率を減少させるために，肯定的な要求を助長することになるという。教師の態度はま 

た,生徒の友人関係を作る上でのよいモデルになり得るとも述べている。 

Baker (1991)は,中途退学に対する学校介入方策と予防計画方略の展開の実施を伴う，中途 

退学現象をモデル化するための方法論の適用を報告している。面接計画から得られた8つの変数 

の分析に基づいて，中途退学の傾向は,落第すること，最近中途退学について考えること，最 

近落第したこととかなり関係していると考えられると結論づけられている。教育課程外の活動 

や職場での活動を含む，質の高い個人的カウンセリング，落第の適切な監督，学校や地域での 

個人的な関わり合いが，中途退学傾向への学校での方策や中途退学予防計画の方略の作成に際 

して,学校や地域で用いられるためには重要な考慮すべき問題となると述べられている。 

Morrisら (1的1)は，4年生から8年生に有効なデータから,ハイスクールの上級生の中途退 

学を予測するモデルの分類の正確さを評価している。フロリダ州に対する全体の中途退学を特 

定する凡例の一部分として取り扱うために，保険統計の中途退学審査モデルを作ることが目的 

であったという。データは，記録調査を通して収集されている。6つの地理学的には異なった学 

区から，503人の中途退学者と282人の中途退学ではない者が，対象者とされた。別々の優れた 

予測モデルが各学年段階に対して特定され，中途退学ではない群では,73%から86xの範囲で， 

クロスヴァリデーションcross-validated（一母集団からのサンプルにうまく用いられた方法を 
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同母集団の他のサンプルに適用させて，その正当性を確かめる過程）の分類の正確さを与えた 

という。中途退学群とそうではない群，およびその双方の組み合せに対する,各学年の分類の 

正確さは，すべてその機会の期待値よりもかなり大きくなり，同様に実際的な重要さから考察 

されたと述べている。 

円ttnian (1991)は，2,500人のハイスクール中途退学者と万，000人の卒業生の中で，生徒た 

ちにとって，職業および事務に関する授業を履修することが，特別な「保持力holiding powerJ 

を持つことになるかどうか,個人的な特徴や社会的な特徴が，中途退学を決定する上で，ー層 

顕著なものかどうかを調査研究している。二つの群は次の変数において一致していると述べて 

いる。読書力，社会経済的状態，性別,地理学的地域，地域の規模である。職業および事務に 

関する授業への出席は，継続性とは関係してはいなかったという。学校環境内の生徒の社会的 

関係の影響を反映した中途退学の状態と，かなりこれらの変数は,関係していたとしている。 

仲間の関心，社会的所属感，学校のスタツフとの関係が,男女にとっての学校の関心に,異な 

った関係を示していたとしている。1,082人の女子と1,146人の男子の中途退学者と卒業生の比 

較分析から，より大きな規模の研究の結果と，この規模での研究結果が,匹敵することが分か 

ったという。 

StreeterとFranklin (1991)は，一般的な中流階級の84人の中途退学生徒と一般的な低収入 

の34人の中途退学生徒の間の心理学的家族的な相違を研究している。対象者を，個人機能と家 

族機能の幾つかの筆記尺度によって調査したという。結果によると，中流階級の中途退学者は， 

重大な行動上の問題や,家族の問題を抱えており，低収入の中途退学者の問題は，主に社会経 

済的な問題や学習上の問題であったという。その他の顕著な違いは，薬物乱用，抑うつ状態と 

自殺についての潜在的な可能性，教育上の困難さが含まれていたとしている。研究結果から, 

有効な中途退学予防と介入が，学力不足を凌ぐ補償を必要としており，また抑うつ状態，物質 

乱用，家族機能障害のような,伝統的学校の範囲を越える問題に焦点を当てる補償を必要とし 

ていると述べている。 

引och (1991）は，生徒が何故中途退学するのかと目下の中途退学の総数を論じ，学校を修了 

できないことについての評価，文献の引用とその他の観察を行っている。この研究では,政策 

的な展開と,関連する調査研究に対する5つの目標を与えている。5つの目標は，(D中途退学の 

定義，(2）生徒の評価法の改善，(3）リスクのある行動の原因と，そこから特定されるものの分 

離，(4）危機的状況にある若者について問われる，問題の関連性の分析，(5）能動的な制度上の 

自省の活用である。 

Curley (1991)は,新しい多くの州援助計画を制定することによって,特に都市の学区で激 

しい中途退学の問題に，ニユーョーク州がどのように対応しているのかを論じている。計画の 

補助金が競争的に与えられているために，その利益は，全学区に等しく配分されず,計画の目 

標と活動に関しては，重複することもあるという。仮にさまざまな計画の幾つかが統合され， 

財源が一層公正な基準で配分されたとすると，中途退学予防は，更に十分に行われるかも知れ 
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ないと述べている。その結果,援助が最も必要とされる領域に向けられ，州段階地方段階の双 

方の行政的負担も軽減されると述べている。ここでは，ニユーョーク州で1984年から，盛んに 

行われてきている登校改善中途退学予防計画についての全体的な見直しを提案している。 

Reyes と Jason (1991)は，計画に参加した77人の9年生の生徒と,77人の統制群の生徒を用い 

て，ハイスクールの移行を促進し，中途退学を減少させるために立案された初期予防,地域基 

盤の計画を評価している。9年生の途中と最後の成績,評点平均，教科課程の落第，欠席,授業 

省略，学級順位，カウンセリング照会数，休暇率について評価している。言語,読書，数学に 

ついてのアイオア州基礎学力テストを対象者全員に受けさせている。統制群は,実験群と比較 

して，かなり数学の得点が高かったという。 時間的な効果がかなり表れ，評点と学級順位が 

実験群と統制群で下がり,教科課程の落第や欠席，授業省略が増加したという。 

Frank! inら（1991）の研究は，先に取り上げたStreeterと の研究と並行して行われた研究で 

ある。ここでは,若者との社会的集団作業を含む,多くの要素の処置計画の内容で行われた, 

相互の援助枠組みを結合する，ハイスクールを中途退学した若者のための教育的処置計画を取 

り上げている。15歳から24歳のn人の参加者の結果を,幾つかの行動機能と学習機能の事前テ 

ストと事後デストの尺度を用いて評価している。成功に対する外的な基準も用いられている。 

事前テストと事後テストのt検定から,幾つかの尺度でかなりの進歩が見られ，外的な基準の 

分析から，73％の成功率であったという。肯定的な結果を増加させると考えられる計画の見地に 

は,スタツフによって形成された治療環境と共同体意識が含まれていたと述べている。 

BartnickとParkay (1991)は,大きな学区の一般的な教育計画の中途退学予防計画と，次に 

述べる例外的な教育計画の保持力の比較研究の結果を表している。この例外的な教育計画は， 

特別学習不能（SLD) ,情緒障害（圏），教育可能な情緒障害（馴H) ，英才のための教育計画 

である。データは，8,800人の10年生の生徒のコンピユータの記録から得られたという。英才教 

育の対象者は，学校に留まる傾向があったという。英才教育の教育計画の保持力の次には,EM 

H，一般，SLDの教育計画が統いていると述べている。このことから，例外的な教育計画の保持 

力を高めるための提案がなされている。 

(3) .school refusalに関する研究の概観 

Bernstein (199D は,7歳から17歳の登校拒否の96人の児童と青年を，不安と抑うつ状態に 

対する臨床的自己報告尺度を用いて，評価している。DSM -～永の不安障害とうつ病性障害の診 

断基準を満たしている対象者は,あらゆる不安と抑うつ等級尺度に関して，不安障害のみの者, 

うつ病性障害のみの者,不安障害もうつ病性障害もない者というその他の3つの診断群よりも, 

かなり高い得点を示しているという。不安障害もうつ病性障害もない対象者はあらゆる尺度に 

おいて,最も低い得点を示したという。純粋なうつ病性障害と純枠な不安障害の対象者は，心 

理測定的には同様であったとしている。人口統計学的な特徴と診断群の中でのcomorbid不安診 

断のタイプが示されている。Bernsteinの研究は，1990年に慢性的登校拒否の家系研究に向かっ 

ていたが，再び1986年の継続研究のU訓皿弔の診断基準との関連をその他の尺度を用いて検討 
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する形態に戻ってきている。 

Last (199D は，158人の児童の外来不安障害患者での身体愁訴を調査研究している。社会人 

口統計学的変数，診断，症候学，家族の精神医学的疾患，1年問の予後について，身体愁訴のあ 

る不安障害の95人の対象者と，身体愁訴のない63人の不安障害の対象者を，比較したという。 

面接での, 「身体愁訴がある」あるいは「身体愁訴がない」とした分類は，二つの自己報告不 

安質問紙から得られた身体下位尺度に基づく得点によって実証されたと述べている。バニック 

障害と分離不安は,身体愁訴とかなり関連があるようであるが，一方恐慌性障害は,身体愁訴 

とはほとんど関連がないようであるとしている。身体愁訴のある対象者は，年長（青年）であ 

り，身体愁訴のない対象者よりも登校拒否を示しがちであると述べている。二つの群に対する 

家族の精神医学的疾患，1年間の予後の形態では，ほとんど差は見られなかったという。Lastは， 

登校拒否に関する研究を一貫して行っているが,この研究も1987年の研究の継続研究である。 

尺度として新しく自己報告不安質間紙を用いていること，身体愁訴に着目していることが,異 

なっている点として挙げられる。 

~．おわりに 

1991年のERにとPSYCHOLOGICAL ABSTRACTSの不登校に関する研究では，1990年まで比較的多く 

見られたニユーョーク州に関する『登校改善中途退学予防計画』に関連する報告がほとんど認 

められないことが先ず挙げられる。計画の見直しに関する文献は見られるので，この種類の計 

画は継続して行われていると考えられるが,この動向については，1992年の文献を待ちたい。 

今回から，dropoutsも不登校の関連でキーワードとして取り扱うことにしたが,世界の不登 

校に目を向ける上では，今後も取り上げる必要があるものと考えられる。dropoutsをキーワー 

ドとして加えたことで，1980年から1990年の文献では見られなかった，イスラエルの研究が， 

1991年になって加わったといえる。 

佐藤（1992)に比べて，ERにとPSYCHOLOGICAL ABSTRACTSの文献に限定したことで，範囲はか 

なり限られたものになったが,これらに限定することで,冊子ばかりではなく,パソコン通信 

のラインを用いたデーターベース機能を介しても,文献の抄録までは見ることができるという 

ことではーつの方法と言える。このような,作業を蓄積していくことで，世界の不登校の状況 

の一端をとらえていくことができるものと考える。 
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